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ベトナム出張報告：
現地人材の育成・登用に向けた取り組みについて
林　尚志
出張先：ベトナム（Hanoi およびその近郊）
期間：2019 年 3 月 17 日～ 3月 21 日
　今回の調査では，筆者のかつての調査等でお世話になった日本企業各社のご協力に
より，ハノイ市内および同市郊外にある日本企業 4社の現地子会社，および JETRO
ハノイ事務所を訪問し，筆者の研究テーマである「現地人材の育成・登用にあたって
の問題点，およびその対応のあり方」に関し，いずれも大変貴重なお話を伺うことが
できた。
　以下では，このテーマに関する既存研究で指摘された論点と関連づけながら，今回
調査の目的について述べた後，⑴筆者の従来の調査結果との共通点，および⑵今回調
査で観察された注目点，の 2つの側面から，今回調査の主な結果について概観する。
1．既存研究の論点と今回調査の目的
　日本企業の海外子会社における “現地人材の育成・登用” に関しては，従来，多く
の既存研究において，以下の 2点が指摘されてきた。
㋐　日本企業の場合，欧米企業と比べると，「現地化の進展が “遅れ気味”」となり
やすく，そのことが「現地化の遅れに伴う悪影響」（優秀な人材が定着しない，
現地の市場や知識を生かしたイノベーションが生じにくい等）をもたらしてき
た。
㋑　ところが，上記 “現地化の遅れ” の背景には，「ヒトを通じた “直接的コント
ロール”」という日本企業の特徴が関わっているため，現地化を早めすぎた場
合にも，「現地化を早めることによる悪影響」（専門的・経営的能力の育成が不
十分となる，本社とのコミュニケーションが円滑に進まない等）が生じる可能
性がある。
　筆者は，従来，マレーシア，中国等に立地する日本企業のアジア子会社における聞
き取り調査の結果をふまえ，上記の論点，とりわけ「㋑の問題の具体的なあり方」と
関連し，以下の 3点を中心に理論的および実証的な考察を行ってきた。
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①　多くのアジア子会社が，「㋑の具体的問題」として，「対応型vs.放置型」モデ
ルを用いて考察される「“グレーゾーン” への対応に関わるミスマッチ問題」
に直面してきた。
②　これらアジア子会社は，上記①のミスマッチ問題への対応にあたり，「一次的
対応：グレーゾーンの明確化」と「長期的対応：グレーゾーン対応能力の向
上」の段階的融合に向けた取り組みを行ってきた。
③　さらに，いくつかの中国子会社では，上記ミスマッチ問題と深く関わる問題と
して「幹部職の登用に伴う “知の専有” 問題」が確認されるとともに，この問
題の解決にあたり，「特定人材の “個人的技量” への依存度を低める」，「“成長
機会” を感じられる程度を高める」の 2つの方策が有用であると考えられる。
　今回の調査では，これらの諸点をふまえつつ，「ベトナムに立地する現地子会社に
おいても，マレーシアや中国の場合と同様，①～③と整合的な観察事実がみられるの
か」，「ベトナムに特有の観察事実はみられるのか」といった疑問を探ることを目的と
した。
2．調査結果の概観⑴： 従来の調査結果との共通点
　詳細についてはまた機会を改めて論文等の形で紹介するが，今回調査結果を概観す
ると，ベトナム子会社の場合も，他のアジア子会社の場合とほぼ同様に，上記①～③
と概ね整合的な形で，「“グレーゾーン” への対応に関わるミスマッチ問題」や「“知
の専有” 問題」に直面する中，解決に向けて種々の取り組みを重ねてきた点が確認さ
れた。
　すなわち，上記①と関連し，今回お話を伺った 4つの事例のいずれにおいても，近
年，ベトナムの高度成長が続き転職機会が相対的に多い中，現地人材の転職志向が相
対的に高く，彼らの育成にあたり，「“グレーゾーン” への対応に関わるミスマッチ問
題」に直面する傾向が強い点が指摘された。また，上記②と関連し，これら 4事例に
おいては，この問題の解決に向け，「一次的対応：グレーゾーンの明確化」と「長期
的対応：グレーゾーン対応能力の向上」の双方にねばり強く取り組んできた点が指摘
された。さらに，上記③と関連し，これらの事例においては，現地人幹部人材の定着
を促しつつ，彼らに “知の共有” に向けた意識を促すにあたり，彼らが “成長機会の
拡大” を実感できるよう，日本本社とも連携を試みつつ各種の取り組みを進めている
点が指摘された。
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3．調査結果の概観⑵： 今回調査で観察された注目点
　一方，筆者のこれまでの調査とは異なり，今回調査で指摘された特徴的な点とし
て，以下の 2点を指摘することができる。
　第 1点は，日本での労働力不足が深刻化しつつある中，「“ものづくり拠点” の移
転」のみならず，「“設計・開発拠点” のベトナム移転がかなり進んでいる」状況が確
認されたという点である。従来の筆者の調査では「製造業の組み立て工程」の事例が
多かったのに対し，今回は，調査を行った 4事例のうち 2つの事例において，設計図
面の作成やCAD・CAMのデータ入力に関わる設計・作図工程および企画・開発工
程が，以下のようにベトナム子会社に移転されていた。
　すなわち，ベトナムでは，（近年の賃金上昇率は急であるものの）相対的に安い賃
金で，大卒も含む形で各種人材の確保が容易であり，「“日本語” の壁」をていねいな
教育・訓練で克服できれば，これら設計・開発工程においても，ベトナムへの移転は
十分に可能であり，中小企業を含む日系各社にとってコスト競争力の源泉となり，ひ
いては日本市場における受注の拡大につながっている点が指摘された。
　また一方，これら事例では，日本拠点の設計・開発活動の海外への移転が進む中，
いわゆる “マザー工場” としての機能をどう維持・強化するかが課題となっている点
が指摘された。1つの事例では，一部の領域を除くと日本の設計・開発現場がなくな
り，日本側で「人材教育のあり方」や「工程改善のあり方」を考える上で支障が出始
めており，「技能を磨く “道場”」として，「意識的に “作業現場” を復活させる」こと
が喫緊の課題となっている点が指摘された。
　第 2点は，上記③と関連し，今回お話を伺った 4つの事例のいずれにおいても，ベ
トナム拠点における “成長機会” の拡大に向けて，従来の中心であった “日本市場向
けの取引機会” のみならず，「“現地市場向けの取引機会” の開拓・拡大」が重要な課
題として指摘されたという点である。
　この点に関しては，今回，これら 4つの事例とともにお訪ねした JETROハノイ事
務所において，「日系企業にとっての “現地市場向け取引機会” の重要性」が指摘さ
れるとともに，現実には，ベトナムでの顕著な成功例はあまりなく，「成功に向けた
ハードルはかなり高い」点が指摘された。すなわち，“現地市場向けの取引” は，現
地系企業の価格競争力が高い場合が多く，「成功例として，ホンダ社のオートバイの
事例が目立つ程度で，それ以外の企業さんは苦労されていることが多い」との指摘が
あった。また同事務所では，中国に進出した日系企業の場合は，現地市場の規模がき
わめて大きい中，すでにいくつかの事例で「“現地市場向けの取引機会” の開拓・拡
大」に成功している点が併せて指摘された。
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　これらから，今後は，中国における成功事例や，中国とベトナムの共通点や相違点
に関する理解を深めつつ，ベトナムに進出した日系企業にとっての「“現地市場向け
の取引機会” の開拓・拡大」のあり方を探ることが，興味深い検討課題になると考え
られる。
A 社ベトナム子会社の現地人社員の皆様と
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